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第116期（2024年４月１日から2025年３月31日まで） 

 

上記事項につきましては、法令及び当社定款第13条の規定に基づき、書面交付請求をい

ただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。 

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電

子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りしています。 

 

株式会社サンエー化研 



 

－  － 
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１．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況 

 

業務の適正を確保するための体制の概要 

 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、

その他当社の業務並びに当社及び子会社からなる企業集団の業務の適正を確保

するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。 

 

１）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制 

(ｲ) 当社は、倫理・コンプライアンス規程及び倫理行動規範を定め、当社グ

ループのすべての取締役及び使用人に対して、法令、社会規範及び定款

並びに会社諸規程の遵守を義務づけるとともに、これらの遵守の重要性

について周知します。 

(ﾛ) コンプライアンスに関する主管部門を定め、法令、社会規範及び定款並

びに会社諸規程の遵守のための施策を立案し、コンプライアンスの推進

に努めます。 

(ﾊ) 万一、不正や違法行為等のコンプライアンス違反が判明した場合は、当

事者及び関係者に事情聴取を行うとともに、重要な事案については倫理

委員会を招集し、原因究明及び再発防止処置の検討を行って、当該部門

または子会社への処置の徹底と他の部門及び子会社への水平展開を図り

ます。 

(ﾆ) コンプライアンスに関する社員教育を定期的に実施し、当社グループの

取締役及び使用人の倫理観を養うとともに、法令等の正しい知識を有し

ていなかったことによる違法行為を未然に防ぎます。 

(ﾎ) 不正や違法行為に対する内部通報窓口を設け、当社グループのすべての

取締役及び使用人が互いに監視・通報しうる体制を整備します。 

(ﾍ) 反社会的勢力との関係を絶ち、不法・不当な要求には一切応じないこと

を当社グループにおける経営の基本姿勢とし、すべての取締役及び使用

人に徹底するとともに、対応部署を定めて所轄警察署その他の外部専門

機関と連携し、反社会的勢力との関わりを持つリスクを排除します。 

 

２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

(ｲ) 当社の取締役の職務の執行に係る情報については、関連法令及び文書管

理規程に基づき、その媒体に応じた適切な管理を行います。 

(ﾛ) 当社は、保存が必要な文書については、期間を定めて適切に保存し、取



 

－  － 
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締役、監査役または会計監査人が必要とする場合、期間内であれば対象

文書の閲覧ができるよう管理します。 

(ﾊ) 当社は、機密情報を含む文書については、その取扱方法及び廃棄方法を

定め、機密情報が外部へ漏洩しないよう管理します。 

 

３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

(ｲ) 当社グループの各業務プロセスに内在するリスクについては、会社諸規

程及び各種マニュアルを整備し、リスクをあらかじめ特定した上で管理

の方法を具体的に定めます。 

(ﾛ) 外部の不確定要因によって当社グループの損失発生に至る可能性がある

経営上のリスクについては、現実的なリスクをあらかじめ特定し、発生

の可能性及び重要性が高いと判断されるリスクについて取るべき対応を

経営会議等で協議するものとします。 

(ﾊ) 万一、不測の事態が発生した場合は、当社代表取締役社長は速やかに対

策本部を設置し、当社グループの経営に与える影響に応じて自らあるい

は他の取締役または使用人を本部長に任命し、本部長の指揮による迅速

な対応によって、損失の拡大防止に最善を尽くすものとします。 

 

４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

(ｲ) 当社は、常勤取締役及び常勤監査役で構成する経営会議を設置し、経営

上の重要事項について取締役会に議案を提出する前に、同会議において

十分に審議します。 

(ﾛ) 経営会議において審議、承認された議案は、同会議の構成員の他、部門

長及び事業所長が出席する常務会において必要に応じて事前説明または

意見聴取を行うとともに、子会社に対しても同様の処置を執ることに

よって、取締役会の決議後、当社グループの取締役、部門長及び事業所

長が円滑に職務を執行できるよう運用します。 

(ﾊ) 取締役会をスリム化し、会社経営における意思決定の迅速化を図るとと

もに、執行役員制度を導入して職務執行の効率化を図ります。 

(ﾆ) 当社の部門長及び事業所長並びに子会社の取締役または業務執行社員は、

取締役会決議及びその他の社内決裁事項に基づき職務執行を行い、予算

の達成状況その他の重要事項について関連する会社諸規程に基づき常務

会、経営会議または取締役会に報告します。その後、各取締役は、報告

を受けた当該情報を判断材料の一つとして経営の意思決定を行います。 



 

－  － 
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５）当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体

制 

(ｲ) 当社及び子会社が、一体性を有する企業集団として互いに緊密な連携を

保ちつつ、当社によるグループ経営の効率化を図るため、関係会社管理

規程を定め、これに基づいて適正に子会社の管理を行います。 

(ﾛ) 倫理行動規範を当社グループ内で共有することによって、グループ社員

のコンプライアンスに対する意識レベルを統一するとともに、子会社に

対する適正な業務指導を通じてグループ内のガバナンスを確保します。 

(ﾊ) 当社の代表取締役社長は、当社の取締役、監査役または使用人の中から

適任と認めた者を子会社の取締役または監査役に任命し、当該子会社の

取締役の監督にあたらせ、その状況について定期的に報告させるものと

します。 

(ﾆ) 当社は、子会社の取締役及び業務執行社員が、その職務の執行に係る事

項について、当社の取締役、監査役または関係会社管理規程に定める管

理者の求めに応じて遅滞なく報告する体制を整備します。 

(ﾎ) 監査役及び内部監査室は、定期的に当社及び子会社の監査を行い、その

結果は当社の代表取締役社長に報告するとともに、両者の間で監査に関

する情報を共有し、監査効率の向上に努めます。 

 

６）監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役から

の独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査役の指示の実効性の確

保に関する事項 

(ｲ) 監査役は、自らの職務を補助すべき使用人が必要であると判断した場合

は、監査役会の決議を経て取締役会に要請することができ、取締役会は、

監査役の職務が円滑に行われるよう、当該使用人の人選に十分配慮の上、

これに応ずるものとします。 

(ﾛ) 監査役の職務を補助する使用人を置く場合は、当該使用人の人選、異動、

考課及び懲戒に際して、監査役の事前の同意を必要とすることによって、

取締役からの独立性を確保します。 

(ﾊ) 監査役がその職務を執行するために前号の使用人に業務指示を行った場

合は、当該業務が完了するまでの間、取締役及び他の使用人から当該業

務遂行の妨げとなる指示・命令等を受けないものとします。 



 

－  － 
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７）取締役その他の役員及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者が監

査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制 

(ｲ) 当社の監査役は、毎月開催される取締役会において、各取締役より職務

の執行状況について報告を受けるものとします。 

(ﾛ) 当社の監査役は、取締役会の他、経営会議、常務会その他当社グループ

の重要な会議に出席することができ、必要と判断した場合は、他の出席

者に質問し、報告を求めることができるものとします。 

(ﾊ) 当社は、内部通報制度を利用してグループ内から通報を受けた不正や違

法行為に関する情報並びに当社グループの損失に関する情報が、直ちに

当社の監査役に報告される体制を整備します。 

(ﾆ) 当社は、前号の通報及び情報提供を行った者に対し、そのことを理由に

不利な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループ内に周知し

ます。 

 

８）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

(ｲ) 監査役は、任意に事業所に立ち入って財産の状況を調査する権限、当社

が行った取引について決裁記録及び会計証憑を調査する権限並びに当社

の意思決定に係るすべての情報を閲覧する権限を有します。 

(ﾛ) 監査役は、内部監査室、会計監査人及び子会社の監査役と定期的に情報

交換を行い、互いに連携して当社及び子会社の監査の実効性を確保する

ものとします。 

(ﾊ) 当社は、監査役からその職務の執行にあたり必要な費用の前払または償

還の請求を受けたときは、速やかに請求に応じるものとします。また、

当該請求に係る費用または債務の処理については、それが監査役の職務

の執行に必要でないと認められた場合を除き、当社が負担するものとし

ます。 

 

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

 当期における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のと

おりであります。 

 

１）コンプライアンスの状況 

 当社グループの全常勤役員は、倫理行動規範に対する誓約書を会社に提出

し、常にコンプライアンスを心掛けて職務執行にあたるとともに、所管部

門・事業所の全従業員が倫理行動規範を遵守するよう指導することを誓約し



 

－  － 
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ております。そして、その結果についてはグループ内の活動に対する点検や

内部監査を通じて毎期確認しており、当期においても重要な不正行為や法令

違反は認められませんでした。その他社内対応事例としては、当期において

特にインサイダー取引疑惑が社会問題化したことを受け、当社においても外

部講師を招いてインサイダー取引規制に関する社内勉強会を実施し、役員及

び従業員一人ひとりが規制を逸脱しないよう啓発を図りました。さらに下請

法ガイドラインの見直しに伴う下請代金の支払サイト短縮を、期日を大幅に

前倒しして完了させるなど、コンプライアンスの徹底に取り組みました。こ

れらのことから、当社グループの法令遵守態勢は適切に維持されているもの

と判断しております。当社グループは引き続き、コンプライアンスを重視し

た経営を推進し、株主の皆様の信頼に応えるべく努めてまいります。 

 

２）リスク管理の状況 

 当社グループでは、災害の発生、取引先の倒産、社員による不正、法令等

の違反、製品の欠陥による事故、機密情報の漏洩、財務報告の虚偽記載等の

各種リスクを回避または軽減するため、会社諸規程及び各種マニュアルを整

備し、必要に応じて点検及び内部監査を行っております。取引に際して基本

契約等を締結する場合は、暴力団排除条項を盛り込み、当社グループの企業

価値を低下させるリスクの回避に努めております。また、災害の発生に備え

て各事業所で防災訓練を実施し、災害時に適切に対処できる態勢を維持する

とともに、災害発生にかかわらず重要なリスクに対しては損害保険を付保す

るなどの対策をとっております。一方、地球温暖化や気候変動に対する将来

の規制強化リスクに備えるため、CO2フリー電気の購入、太陽光発電設備や

サーマルリサイクル設備を導入するなど、脱炭素への取り組みを進めており

ます。 

 

３）取締役の職務執行状況 

 当期においては、法令、定款並びに会社諸規程に定める事項について決議

を行いました。常勤取締役は、重要事項についての十分な審議を経営会議で

行い、決定事項についての業務執行社員への指示を常務会等で行いました。

また、当社及び子会社の常勤役員及び業務執行社員を対象に幹部会を開催し、

当社社長の経営方針の周知及び各部門の課題に対する取組状況の報告並びに

今後の事業戦略について意見交換を行って、出席者全員の意思統一を図ると

ともに、効率的な業務執行体制の維持に努めました。 



 

－  － 

 

 

 

 

 

 

(6) ／ 2025/05/27 19:34 (2025/05/27 19:34) ／ wz_24178672_02_業務の適性_oskサンエー化研様_交付書面非記載事項_P.docx 

6

４）当社グループの内部統制の状況 

 当社グループは、業務の適正を確保するための仕組みとして内部統制シス

テムを整備し、適切な運用に努めております。グループ各社の内部統制シス

テムの整備及び運用状況の点検を当社主導で行い、関係会社に対する管理の

適正化を図りました。また、内部統制実施基準の改訂に伴い、不正リスクの

評価・対応方法の見直しや、ITを活用した業務におけるセキュリティ強化等

に取り組むとともに、関係会社管理規程に基づき関係会社の経営状態を管理

し、必要な助言・指導を行いました。さらに、当社グループの内部統制の有

効性を確認するため、当社内部監査室による内部監査を実施しました。これ

らの活動の結果、当社グループの内部統制は有効に機能しているものと判断

しております。 

 

５）監査役の職務執行状況 

 当期においては、取締役会が12回、監査役会が７回開催され、各監査役は、

取締役会においては各取締役の職務執行に対する監査を、監査役会において

は監査に関する重要事項について協議並びに決議をそれぞれ行いました。な

かでも常勤監査役は、経営会議、常務会その他の重要会議に出席し、稟議書、

財務諸表並びに業務執行に関わる重要文書を閲覧し、必要に応じて責任者に

説明を求め、意見を述べるなどして、当社グループの財務内容と業務執行の

状況についても監査を行いました。また、当社グループの主要な事業所に関

しては訪問もしくはリモート会議により、事業所長から運営状況を聴取する

とともに、現場の管理体制、生産状況及び販売状況を確認して必要な助言並

びに指導を行いました。さらに、会計監査人、社外取締役、内部監査室とも

意見交換を行って、監査の効率化と適正性の維持に努めました。 

 

 



 

－  － 
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連結株主資本等変動計算書 

2024年４月１日から 
2025年３月31日まで 

（単位：千円） 

 
 

株 主 資 本 

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計 

当連結会計年度期首残高 2,176,000 2,238,591 13,714,627 △  320,303 17,808,914 

当連結会計年度変動額      

剰 余 金 の 配 当   △  190,060  △  190,060 

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益 

  237,038  237,038 

自 己 株 式 の 取 得    △  477,671 △  477,671 

自 己 株 式 の 処 分  2,915  11,408 14,324 

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 （ 純 額 ） 

    － 

当連結会計年度変動額合計 － 2,915 46,978 △  466,262 △  416,368 

当連結会計年度期末残高 2,176,000 2,241,506 13,761,605 △  786,566 17,392,546 

 

 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 
非支配株主 
持 分 

純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

為 替 換 算 
調 整 勘 定 

退職給付に係
る調整累計額 

そ の 他 の 包 括 
利益累計額合計 

当連結会計年度期首残高 2,463,806 6,800 340,140 2,810,746 982,594 21,602,256 

当連結会計年度変動額       

剰 余 金 の 配 当      △  190,060 

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益 

     237,038 

自 己 株 式 の 取 得      △  477,671 

自 己 株 式 の 処 分      14,324 

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 （ 純 額 ） 

△ 120,621 7,311 8,150 △ 105,159 △ 62,415 △  167,575 

当連結会計年度変動額合計 △ 120,621 7,311 8,150 △ 105,159 △ 62,415 △  583,943 

当連結会計年度期末残高 2,343,184 14,112 348,290 2,705,587 920,179 21,018,312 

  



 

－  － 
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Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社……３社 

国内連結子会社 

東邦樹脂工業株式会社 

シノムラ化学工業株式会社 

国外連結子会社 

灿櫻（上海）商貿有限公司 

(2) 非連結子会社 

該当する会社はありません。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の非連結子会社及び関連会社 

該当する会社はありません。 

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社 

国内関連会社……１社 

株式会社ネスコ 

株式会社ネスコについては、親会社株主に帰属する当期純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、重要性がないため、持分法の適用範囲から除外して

おります。 

(3) 持分法の適用の手続きについて特に記載すべき事項 

該当する事項はありません。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち灿櫻（上海）商貿有限公司の決算日は、12月31日であります。 

連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。

ただし、１月１日から連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っております。 

４．会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。 

市場価格のない株式等 

 主として移動平均法による原価法 

② 棚卸資産 

 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切り下げの方法により算定） 

  



 

－  － 
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。ただし、1998年４月１

日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

 また、在外連結子会社は定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物   10～31年 

機械装置及び運搬具 ４～８年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づいております。のれんについては、その効果の及

ぶ期間（６年）に基づいております。 

③ リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結

会計年度負担額を計上しております。 

③ 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上し

ております。 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給

額を計上しております。 

(4) 重要な収益及び費用の計上基準 

 当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における

主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常

の時点）は以下のとおりであります。 

① 軽包装事業 

 軽包装においては、食品用包材、医薬品・医療用包材、日用品等の包材の製造

及び販売を行っており、顧客との販売契約に基づいて製品又は商品を引き渡す義

務を負っています。このような製品又は商品の販売は、出荷時から当該製品又は

商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合、顧客へ製

品又は商品を出荷した時点で収益を認識しております。有償受給取引については、

顧客から購入した原材料等の支払いは、顧客に支払われる対価に該当するものと

判断し、当該金額を取引価額から減額した額を収益として認識しております。 

  



 

－  － 
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② 産業資材事業 

 産業資材においては、紙・布へのラミネート製品、剥離紙の製造及び販売を

行っており、顧客との販売契約に基づいて製品又は商品を引き渡す義務を負って

います。このような製品又は商品の販売は、出荷時から当該製品又は商品の支配

が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合、顧客へ製品又は商品

を出荷した時点で収益を認識しております。有償受給取引については、顧客から

購入した原材料等の支払いは、顧客に支払われる対価に該当するものと判断し、

当該金額を取引価額から減額した額を収益として認識しております。 

③ 機能性材料事業 

 機能性材料においては、オレフィン系粘着加工品、その他の粘着加工品の製造

及び販売を行っており、顧客との販売契約に基づいて製品又は商品を引き渡す義

務を負っています。このような製品又は商品の販売は、出荷時から当該製品又は

商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合、顧客へ製

品又は商品を出荷した時点で収益を認識しております。有償受給取引については、

顧客から購入した原材料等の支払いは、顧客に支払われる対価に該当するものと

判断し、当該金額を取引価額から減額した額を収益として認識しております。 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は在外子会

社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に計上してお

ります。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 特例処理の条件を充たしている金利スワップについては特例処理によっており

ます。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

③ ヘッジ方針 

金利スワップ 

 借入金の金利変動リスクをヘッジしております。 

④ 有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象の条件が同一であるため有効性の評価を省略しており

ます。 

(7) その他連結計算書類作成のための重要な事項 

 退職給付に係る会計処理の方法 

 退職給付に係る資産及び負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上

しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理しております。 

 未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるそ

の他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 



 

－  － 
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Ⅱ．会計上の見積りに関する注記 

 当社グループの連結計算書類は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基

準に基づき作成しております。連結計算書類の作成にあたって、資産、負債、収益及び

費用の報告金額並びに開示に影響を与える見積りが必要となります。これらの見積りに

ついて過去実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果については見積り

特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる可能性があります。特に以下の事

項は、会計上の見積り判断が財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼすと考えており

ます。 

 

（固定資産の減損） 

 当社グループは、固定資産における減損の兆候の判定を、継続的に損益の把握を実施

している管理単位で行っており、各製造工場を独立したキャッシュ・フローを生み出す

最小の単位として、資産のグルーピングを行っております。 

 減損の兆候が認められる資産グループについては、資産グループから得られる割引前

将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の

要否を判定しています。割引前将来キャッシュ・フローは、事業計画及び主要な資産の

正味売却価額を基礎として見積っております。事業計画の基礎となる将来の販売数量及

び販売単価並びに粗利率等は、過去の実績等を基に最終製品の販売状況をふまえて見

積っております。正味売却価額は、不動産鑑定士による鑑定評価額等を基礎として見

積っております。 

 減損の兆候の把握、減損損失の認識の見積りにあたっては慎重に検討しておりますが、

将来のナフサ価格の変動、事業計画や市場環境の変化により、前提とした条件や仮定に

変更が生じた場合、見積りの金額に影響を及ぼす可能性があります。 

有形固定資産の帳簿価額 7,062,805千円 

無形固定資産の帳簿価額 792,099千円 

 なお、当連結会計年度において、当社袋井工場の遊休資産につき減損損失を計上いた

しました。詳細に関しては「Ⅳ．連結損益計算書に関する注記 減損損失」をご参照く

ださい。 

 

Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 34,532,787千円 

２．関連会社に対するものは、次のものがあります。 

投資有価証券（株式） 22,500千円 

３．保証債務 

他の会社の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。 

債務保証 

株式会社ネスコ 71,197千円 

  



 

－  － 
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Ⅳ．連結損益計算書に関する注記 

減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の遊休資産について減損損失を計上

いたしました。 

(1) 減損損失を認識した資産又は資産グループの概要 

 区分 遊休資産  

 種類 機械装置及び運搬具  

 場所 静岡県袋井市  

 金額 6,552千円  

(2) 減損損失を認識するに至った経緯 

 事業計画の変更により、投資額の回収が見込めなくなったため、減損損失を認識

するものであります。 

(3) 遊休資産に係る減損損失の金額及び内訳 

機械装置及び運搬具 6,552千円 

(4) 回収可能価額の算定方法 

 当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額を零として減損損失を測定し

ております。 

  



 

－  － 
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Ⅴ．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
当連結会計年度期首株式数 

（株） 
当連結会計年度増加株式数 

（株） 
当連結会計年度減少株式数 

（株） 
当連結会計年度末株式数 

（株） 

発 行 済 株 式     

普 通 株 式 11,320,000 － － 11,320,000 

合 計 11,320,000 － － 11,320,000 

自 己 株 式     

普 通 株 式 774,893 932,600 27,600 1,679,893 

合 計 774,893 932,600 27,600 1,679,893 

（注）自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得による増加

932,400株及び譲渡制限付き株式の無償取得による増加200株によるものであり、減

少は譲渡制限付き株式の割当による減少27,600株によるものであります。 

 

２．剰余金の配当に関する事項 

当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
１株当たり
配当額(円) 

基 準 日 効 力 発 生 日 

2024年６月26日 
定 時 株 主 総 会 

普通株式 94,905 9.0 2024年３月31日 2024年６月27日 

2024年10月29日 
取 締 役 会 

普通株式 95,154 9.0 2024年９月30日 2024年12月５日 

 
 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

  

（決議予定） 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり
配当額(円) 

基 準 日 効力発生日 

2025年６月26日 
定 時 株 主 総 会 

普通株式 86,760 利益剰余金 9.0 2025年３月31日 2025年６月27日 

      



 

－  － 
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Ⅵ．金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達

しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的

な運転資金を銀行借入により調達しております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに

晒されております。 

 投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動

リスクに晒されております。 

 営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日で

あります。 

 借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長

で決算日後５年であります。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社は、営業債権については売上債権管理規程に従い、各事業部門において主

要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに決済期日及び残高

を管理するとともに、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や必要に応じ

て債権保全を行って、リスクの軽減を図っております。連結子会社についても、

当社の売上債権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 当社は、投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握

し、また、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直してお

ります。連結子会社についても、当社同様の管理を行っております。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）

の管理 

 当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰り計画を作成・更

新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

連結子会社についても、当社同様の管理を行っております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

  



 

－  － 

 

 

 

 

 

 

(15) ／ 2025/05/27 19:34 (2025/05/27 19:34) ／ wz_24178672_03_連結貸借対照表_oskサンエー化研様_交付書面非記載事項_P.docx 

15 

２．金融商品の時価等に関する事項 

 2025年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこ

れらの差額については、次のとおりであります。 

  （単位：千円） 
 

 連結貸借対照表計上額 時価 差額 

投資有価証券（※２） 4,934,982 4,934,982 － 

資産計 4,934,982 4,934,982 － 

長期借入金（※３） 1,429,220 1,420,847 △8,373 

負債計 1,429,220 1,420,847 △8,373 

（※１）「現金及び預金」「受取手形」「電子記録債権」「売掛金」「支払手形及び買掛

金」「電子記録債務」「短期借入金」については、現金であること、及び短期間

で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略し

ております。 

（※２）市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含めておりません。当該金融商

品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりです。 

区分 単位：千円 

非上場株式 643,791 

非上場関係会社株式 22,500 

（※３）１年以内に期限到来の長期借入金を含めて記載しております。 

 
 （注１）金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

   （単位：千円） 
 

 １年以内 
１年超 
５年以内 

５年超 
10年以内 

10年超 

現金及び預金 6,380,811 － － － 

受取手形 435,045 － － － 

売掛金 5,943,806 － － － 

電子記録債権 4,601,452 － － － 

合計 17,361,115 － － － 

  



 

－  － 
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（注２）借入金の連結決算日後の返済予定額 

     （単位：千円） 
 

 １年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超 

短期借入金 4,370,000 － － － － － 

長期借入金 581,720 249,000 224,000 214,000 160,500 － 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格

により算定した時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なイン

プットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している

場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、

時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。 

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券     

その他有価証券     

株式 4,934,982 － － 4,934,982 

資産計 4,934,982 － － 4,934,982 

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期借入金 － 1,420,847 － 1,420,847 

負債計 － 1,420,847 － 1,420,847 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 



 

－  － 
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投資有価証券 

 上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引さ

れているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。 

長期 借 入金             

 長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを

加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類

しております。 

 
 Ⅶ．有価証券に関する注記 

１．その他有価証券 

   （単位：千円） 
 

 種類 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの 

株式 4,927,299 1,543,379 3,383,919 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの 

株式 7,683 8,273 △590 

合計 4,934,982 1,551,653 3,383,328 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額643,791千円）及び非上場関係会社株式（連結

貸借対照表計上額22,500千円）については、上表の「その他有価証券」には含めて

おりません。 

 

２．売却したその他有価証券 

   （単位：千円） 
 

種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

株式 513,148 377,683 － 

      



 

－  － 
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Ⅷ．収益認識に関する注記 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

 （単位：千円） 
 

 
軽包装 
事業 

産業資材
事業 

機能性材
料事業 

計 
その他 
（注） 

合計 

食品用包材 6,368,228 － － 6,368,228 － 6,368,228 

医薬品・ 
医療用包材 

2,143,273 － － 2,143,273 － 2,143,273 

日用品等 
の包材 

4,048,305 － － 4,048,305 － 4,048,305 

紙・布への 
ラミネート製品 

－ 4,159,886 － 4,159,886 － 4,159,886 

剥離紙 － 6,010,084 － 6,010,084 － 6,010,084 

オレフィン系
粘着加工品 

－ － 2,790,459 2,790,459 － 2,790,459 

その他の 
粘着加工品 

－ － 3,351,086 3,351,086 － 3,351,086 

その他 － － － － 558,822 558,822 

顧客との契約 
から生じる収益 

12,559,807 10,169,971 6,141,546 28,871,325 558,822 29,430,148 

外部顧客への
売上高 

12,559,807 10,169,971 6,141,546 28,871,325 558,822 29,430,148 

（注）「その他」の区分は、各事業に振り分けるのが困難な商品の仕入売り等であります。 

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

 Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 ４．会計方針に関する事項 

(4) 「重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。 

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローと

の関係並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度

以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報 

(1) 顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等 

 当社グループにおいては、契約資産の残高がなく、また、契約負債については、

残高に重要性が乏しく、重大な変動も発生していないため、記載を省略しておりま

す。 



 

－  － 
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 また、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年

度に認識した収益に重要な金額はありません。 

(2) 残存履行義務に配分した取引価格 

 当社グループの残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される

契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省

略しております。 

 また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金

額はありません。 

 

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 2,084円84銭 

２．１株当たり当期純利益 23円12銭 

 

Ⅹ．資産除去債務に関する注記 

 資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの 

１．当該資産除去債務の概要 

 工場建物に使用されているアスベスト、コンクリート及びリース資産の撤去にかか

る費用並びに本社等賃借社屋の原状回復費用であります。 

２．当該資産除去債務の金額の算定方法 

 使用見込期間を取得から５年～38年と見積り、割引率は0.5％～2.3％を使用して資

産除去債務の金額を計算しております。 

３．当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減 

 期首残高 132,881千円  

 時の経過による調整額 508千円  

 資産除去債務の履行に伴う減少額 △904千円  

 期末残高 132,485千円  

  



 

－  － 
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Ⅺ．企業結合に関する注記 

 当連結会計年度末時点で取得原価の配分が完了していないため、現時点で入手可能

な合理的な情報に基づき暫定的な会計処理を行っております。 

１．事業譲受の概要 

(1) 相手企業の名称及び取得した事業の名称・内容 

相手企業の名称 

 株式会社レゾナック 

事業の名称 

 表面保護フィルム事業 

事業の内容 

 半導体リードフレームめっき保護、車載用、センサー用、深絞り加工用などの

保護フィルムの製造 

(2) 事業譲受を行った主な理由 

 当社グループの保護フィルムで今まで参入していなかった業界への販路拡大及び

既存分野を含む製品開発力の向上。 

(3) 企業結合日 

2025年３月３日 

(4) 企業結合の法的形式 

現金を対価とする契約、特許権及び技術ノウハウの取得 

２．当連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる取得した事業の業績の期間 

 2025年３月３日から2025年３月31日まで 

３．取得事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

 取得の対価 現金   894,986千円 

 取得原価       894,986千円 

４．主要な取得関連費用の内訳及び金額 

 アドバイザリー費用等 60,000千円 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

(1) 発生したのれんの金額 

732,000千円 

 なお、のれんの金額は、当連結会計年度末において、企業結合日における識別可

能な資産及び負債の特定並びに時価の算定が未了であり、取得原価の配分が完了し

ていないため、その時点で入手可能な合理的な情報に基づき暫定的な会計処理を

行っております。 

(2) 発生原因 

 主として今後の事業展開によって期待される将来の収益力から発生したものであ

ります。 

(3) 償却方法及び償却期間 

 ６年間にわたる均等償却 

  



 

－  － 
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６．企業結合日に受け入れた資産の額並びにその主な内訳 

流動資産 162,986千円 

固定資産 732,000千円 

資産合計 894,986千円 

７．取得原価の配分 

 当連結会計年度末において、企業結合日における識別可能な資産及び負債の特定並

びに時価の算定が未了であり、取得原価の配分が完了していないため、その時点で入

手可能な合理的な情報に基づき暫定的な会計処理を行っております。 

８．企業結合が連結会計年度の開始日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連

結損益計算書に及ぼす影響額の概算額及びその算定方法 

 当連結会計年度における概算額の合理的な算定が困難であるため、記載しておりま

せん。 

 

 



 

－  － 
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株主資本等変動計算書 

2024年４月１日から 
2025年３月31日まで 

（単位：千円） 

 

 

株 主 資 本 

資本金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

資本準備金 
そ の 他 
資本剰余金 

資本剰余金 
合   計 

利益準備金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 
利益剰余金 
合   計 圧 縮 

積立金 
別 途 
積立金 

繰越利益 
剰 余 金 

当 期 首 残 高 2,176,000 2,098,559 38,197 2,136,756 335,983 22,068 10,000,000 2,137,898 12,495,950 

当 期 変 動 額          

剰余金の配当        △ 190,060 △  190,060 

圧縮積立金の取崩      △ 1,664  1,664 － 

当 期 純 利 益        241,910 241,910 

自己株式の取得         － 

自己株式の処分   2,915 2,915     － 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

        － 

当期変動額合計 － － 2,915 2,915 － △ 1,664 － 53,514 51,850 

当 期 末 残 高 2,176,000 2,098,559 41,113 2,139,672 335,983 20,404 10,000,000 2,191,413 12,547,800 

 

 

株  主  資  本 評価・換算差額等 

純 資 産 合 計 
自 己 株 式 株主資本合計 

その他有価証券 
評 価 差 額 金 

評 価 ・ 換 算 
差 額 等 合 計 

当 期 首 残 高 △ 320,303 16,488,403 2,458,868 2,458,868 18,947,272 

当 期 変 動 額      

剰余金の配当  △  190,060   △  190,060 

圧縮積立金の取崩  －   － 

当 期 純 利 益  241,910   241,910 

自己株式の取得 △ 477,671 △  477,671   △  477,671 

自己株式の処分 11,408 14,324   14,324 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

 － △ 121,001 △ 121,001 △  121,001 

当期変動額合計 △ 466,262 △  411,496 △ 121,001 △ 121,001 △  532,497 

当 期 末 残 高 △ 786,566 16,076,907 2,337,866 2,337,866 18,414,774 

  



 

－  － 

 

 

 

 

 

 

(23) ／ 2025/05/27 19:34 (2025/05/27 19:34) ／ wz_24178672_04_貸借対照表_oskサンエー化研様_交付書面非記載事項_P.docx 

23 

Ⅰ．重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。 

市場価格のない株式等 

主として移動平均法による原価法 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

製品、商品、原材料及び仕掛品 

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの

方法により算定） 

貯蔵品 

最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法に

より算定） 

３．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物

については定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建    物  31年 

機械及び装置  ８年 

無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

いております。のれんについては、その効果の及ぶ期間（６年）に基づいており

ます。 

リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 



 

－  － 
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４．重要な収益及び費用の計上基準 

 当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内

容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のと

おりであります。 

① 軽包装事業 

 軽包装においては、食品用包材、医薬品・医療用包材、日用品等の包材の製造

及び販売を行っており、顧客との販売契約に基づいて製品又は商品を引き渡す義

務を負っています。このような製品又は商品の販売は、出荷時から当該製品又は

商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合、顧客へ製

品又は商品を出荷した時点で収益を認識しております。有償受給取引については、

顧客から購入した原材料等の支払いは、顧客に支払われる対価に該当するものと

判断し、当該金額を取引価額から減額した額を収益として認識しております。 

② 産業資材事業 

 産業資材においては、紙・布へのラミネート製品、剥離紙の製造及び販売を

行っており、顧客との販売契約に基づいて製品又は商品を引き渡す義務を負って

います。このような製品又は商品の販売は、出荷時から当該製品又は商品の支配

が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合、顧客へ製品又は商品

を出荷した時点で収益を認識しております。有償受給取引については、顧客から

購入した原材料等の支払いは、顧客に支払われる対価に該当するものと判断し、

当該金額を取引価額から減額した額を収益として認識しております。 

③ 機能性材料事業 

 機能性材料においては、オレフィン系粘着加工品、その他の粘着加工品の製造

及び販売を行っており、顧客との販売契約に基づいて製品又は商品を引き渡す義

務を負っています。このような製品又は商品の販売は、出荷時から当該製品又は

商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合、顧客へ製

品又は商品を出荷した時点で収益を認識しております。有償受給取引については、

顧客から購入した原材料等の支払いは、顧客に支払われる対価に該当するものと

判断し、当該金額を取引価額から減額した額を収益として認識しております。 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

  



 

－  － 
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６．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年

度負担額を計上しております。 

(3) 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しており

ます。 

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計

上しております。 

７．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

 特例処理の条件を充たしている金利スワップについては、特例処理によっており

ます。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金 

(3) ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクをヘッジしております。 

(4) 有効性評価の方法 

 特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しておりま

す。 

８．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

退職給付に係る会計処理 

 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計

算書類における会計処理の方法と異なっております。 

 

  



 

－  － 

 

 

 

 

 

 

(26) ／ 2025/05/27 19:34 (2025/05/27 19:34) ／ wz_24178672_04_貸借対照表_oskサンエー化研様_交付書面非記載事項_P.docx 

26 

Ⅱ．会計上の見積りに関する注記 

 当社の計算書類は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作

成しております。計算書類の作成にあたって、資産、負債、収益及び費用の報告金額並

びに開示に影響を与える見積りが必要となります。これらの見積りについて過去実績等

を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果については見積り特有の不確実性が

あるため、これらの見積りと異なる可能性があります。特に以下の事項は、会計上の見

積り判断が財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼすと考えております。 

 

（固定資産の減損） 

 当社は、固定資産における減損の兆候の判定を、継続的に損益の把握を実施している

管理単位で行っており、各製造工場を独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単

位として、資産のグルーピングを行っております。 

 減損の兆候が認められる資産グループについては、資産グループから得られる割引前

将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の

要否を判定しています。割引前将来キャッシュ・フローは、事業計画及び主要な資産の

正味売却価額を基礎として見積っております。事業計画の基礎となる将来の販売数量及

び販売単価並びに粗利率等は、過去の実績等を基に最終製品の販売状況をふまえて見

積っております。正味売却価額は、不動産鑑定士による鑑定評価額等を基礎として見

積っております。 

 減損の兆候の把握、減損損失の認識の見積りにあたっては慎重に検討しておりますが、

将来のナフサ価格の変動、事業計画や市場環境の変化により、前提とした条件や仮定に

変更が生じた場合、見積りの金額に影響を及ぼす可能性があります。 

有形固定資産の帳簿価額 5,103,254千円 

無形固定資産の帳簿価額 777,660千円 

 なお、当事業年度において、袋井工場の遊休資産につき減損損失を計上いたしました。

詳細に関しては「Ⅳ．損益計算書に関する注記 ２．減損損失」をご参照ください。 

 

Ⅲ．貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 27,403,582千円 

２．関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権 125,241千円 

短期金銭債務 1,009,340千円 

３．保証債務 

他の会社の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。 

債務保証 

株式会社ネスコ 71,197千円 

  



 

－  － 
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Ⅳ．損益計算書に関する注記 

１．関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

売上高 1,177,408千円 

仕入高 4,009,787千円 

営業以外の取引による取引高 335,464千円 

２．減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の遊休資産について減損損失を計上いたしました。 

(1) 減損損失を認識した資産又は資産グループの概要 

 区分 遊休資産  

 種類 機械装置  

 場所 静岡県袋井市  

 金額 6,552千円  

(2) 減損損失を認識するに至った経緯 

 事業計画の変更により、投資額の回収が見込めなくなったため、減損損失を認識

するものであります。 

(3) 遊休資産に係る減損損失の金額及び内訳 

機械装置 6,552千円 

(4) 回収可能価額の算定方法 

 当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額を零として減損損失を測定し

ております。 

 

Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株 式 の 種 類 
当 事 業 年 度 
期首の株式数（株） 

当 事 業 年 度 
増加株式数（株） 

当 事 業 年 度 
減少株式数（株） 

当 事 業 年 度 
末の株式数（株） 

普 通 株 式 774,893 932,600 27,600 1,679,893 

（注）自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得による増加

932,400株及び譲渡制限付き株式の無償取得による増加200株によるものであり、減

少は譲渡制限付き株式の割当による減少27,600株によるものであります。 

  



 

－  － 
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Ⅵ．税効果会計に関する注記 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  （単位：千円）  

 繰延税金資産   

 未払事業税 6,831  

 賞与引当金 99,496  

 棚卸資産評価損 776  

 退職給付引当金 175,313  

 役員退職慰労引当金 37,134  

 投資有価証券評価損 25,014  

 会員権評価損 10,551  

 減損損失 263,960  

 貸倒引当金 5,200  

 繰越欠損金 269,147  

 その他 77,960  

 小計 971,387  

 評価性引当額 △ 616,535  

 繰延税金資産合計 354,852  

 繰延税金負債   

 前払年金費用 △ 364,102  

 その他有価証券評価差額金 △1,029,694  

 圧縮積立金 △  8,986  

 その他 △  2,335  

 繰延税金負債合計 △1,405,119  

 繰延税金負債の純額 △1,050,266  

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な

項目別の内訳 

  （％）  

 法定実効税率 30.6  

 （調整）   

 交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3  

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 6.1  

 試験研究費等特別減税 △ 1.4  

 評価性引当額の増減額 △ 6.7  

 住民税均等割 4.1  

 その他 0.2  

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.0  

  



 

－  － 
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Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記 

属性 
会社等
の名称 

所在地 

資 本 金 
又 は 
出 資 金 
（千円） 

事 業 の 
内 容 

議 決 権
等 の 所
有(被所
有)割合 

関連当事者 
と の 関 係 

取引の内容 
取 引 金 額 

(千円) 
科 目 

期末残高 
(千円) 

子会社 
シノム
ラ化学
工業㈱ 

静岡県 
袋井市 

40,000 

紙加工品、
プラスチッ
ク製品産業
用繊維の製
造及び販売 

(所有） 
直接 

51.0％ 

商 品 仕 入 
役 員 の 兼 任 

商 品 仕 入 3,738,788 
電子記録債務 
買 掛 金 

542,621 
321,963 

主要 
株主 

新生紙
パルプ
商事㈱ 

東京都 
千代田区 

3,228,000 
包装材料、
印 刷 製 本 
資材の販売 

(被所有） 
直接 

16.5％ 

原 材 料 の 仕 入 
役 員 の 兼 任 

原材料の仕入 1,243,992 
電子記録債務 
買 掛 金 

251,899 
118,703 

（注）１．上記金額のうち取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表

示しております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針については、一般取引条件と同様または市

場価格等を勘案し、交渉の上、決定しております。 

 

Ⅷ．収益認識に関する注記 

 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類 

「Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 ４．会計方針に関する事項

(4) 重要な収益及び費用の計上基準」に同一の記載をしているので、注記を省略してお

ります。 

 

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 1,910円22銭 

２．１株当たり当期純利益 23円59銭 

 

Ⅹ．企業結合に関する注記 

 連結計算書類「Ⅺ．企業結合に関する注記」に同一の記載をしているので、注記を省

略しております。 

 

 


